
 

   平成２８年度銚子市水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 平成２８年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

⑴ 給 水 戸 数         ２７，２００戸 

 ⑵ 年 間 総 給 水 量      ９，７８５，０００立方メートル 

 ⑶ １ 日 平 均 給 水 量         ２６，８０８立方メートル 

 ⑷  主要な建設改良事業 

浄 水 施 設 用 地 造 成 ３０，０００千円 

浄 水 施 設 整 備 事 業 １８７，０６９千円 

配 水 施 設 整 備 事 業 ２８１，８２６千円 

送 水 施 設 整 備 事 業 ８，７４８千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款 水 道 事 業 収 益    ２，４１６，０００千円 

第１項 営 業 収 益   ２，２２８，７４６千円 

第２項 営 業 外 収 益     １７１，９５４千円 

第３項 特 別 利 益      １５，３００千円 

支          出 

第１款 水 道 事 業 費 用    ２，３５９，０００千円 

第１項 営 業 費 用   ２，１４７，４２３千円 

第２項 営 業 外 費 用     １６６，９６２千円 

第３項 特 別 損 失      ３４，６１５千円 

第４項 予 備 費      １０，０００千円 



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額７１３，２４３千円は当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額４２，６０２千円、減債積立金３８９，２０１千円及

び過年度分損益勘定留保資金２８１，４４０千円で補てんするものとする。）。 

収          入 

第１款 資 本 的 収 入      ３９７，７５７千円 

第１項 企 業 債      ８０，０００千円 

第２項 出 資 金     １０１，１１４千円 

第３項 負 担 金      ５６，６４３千円 

第４項 長 期 貸 付 償 還 金     １６０，０００千円 

支          出 

第１款 資 本 的 支 出    １，１１１，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費     ６６９，３２４千円 

第２項 企 業 債 償 還 金     ４４１，６７６千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

（単位 千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

建設改良事業 80,000 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

年利 3.0％以内。
ただし、利率見直
し方式で借り入れ
る資金について、
利率の見直しを行
った後において
は、当該見直し後
の利率  

借入れ先の融通条
件による。ただし、
企業財政その他の都
合により繰上償還又
は低利に借換えす
ることができる。 

 

 



（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと  

定める。 

⑴ 営業費用・営業外費用・特別損失の相互間 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、この経費の金額をこれ以外の経費の金額に流

用し、又はこれ以外の経費をこの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

⑴ 職員給与費   ２５７，６８３千円 

（他会計からの補助金） 

第８条 水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は､ 

８，５８６千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、３０，０００千円と定める。 

 



予定額(千円) 備                考

１ 水 道 事 業 収 益 2,416,000 

１ 営 業 収 益 2,228,746 

１ 給 水 収 益 2,185,542 水道料金

２ 他 会 計 負 担 金 4,200 消火栓維持管理費等負担金

３ 雑 収 益 39,004 
水道利用加入金
工事検査手数料等

２ 営 業 外 収 益 171,954 

１ 受 取 利 息 1,359 
預金利息
他会計貸付金利息

２ 他 会 計 補 助 金 8,586 水源開発費等補助金

３ 長期前受金戻入 157,891 長期前受金収益化額

４ 雑 収 益 4,118 不用品売却収益等

３ 特 別 利 益 15,300 

１ その他特別利益 15,300 損害賠償金

収　　　　　　入

款 項 目

平成２８年度　銚 子 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出



予定額(千円) 備                考

１ 水 道 事 業 費 用 2,359,000 

１ 営 業 費 用 2,147,423 

１ 原水及び浄水費 995,626 
施設維持管理費
受水費

２ 配水及び給水費 223,115 施設維持管理費

３ 業 務 費 102,341 検針・料金収納費

４ 総 係 費 113,678 一般管理費

５ 減 価 償 却 費 678,275 固定資産減価償却費

６ 資 産 減 耗 費 34,388 固定資産除却費

２ 営 業 外 費 用 166,962 

１ 支 払 利 息 116,414 企業債等利息

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

50,000 

３ 雑 支 出 548 不用品売却原価等

３ 特 別 損 失 34,615 

１
過 年 度 損 益
修 正 損

595 過年度分料金調定減額等

２ その他特別損失 34,020 導水管撤去費

４ 予 備 費 10,000 

１ 予 備 費 10,000 

款 項 目

支　　　　　　出



予定額(千円) 備                考

１ 資 本 的 収 入 397,757 

１ 企 業 債 80,000 

１ 企 業 債 80,000 上水道事業債

２ 出 資 金 101,114 

１ 出 資 金 101,114 水源開発費等出資金

３ 負 担 金 56,643 

１ 負 担 金 56,643 配水管布設替工事費負担金

４ 長期貸付償還金 160,000 

１ 長期貸付償還金 160,000 他会計貸付返還金

款 項 目

収　　　　　　入

資 本 的 収 入 及 び 支 出



予定額(千円) 備                考

１ 資 本 的 支 出 1,111,000 

１ 建 設 改 良 費 669,324 

１ 土 地 30,000 浄水施設用地造成費

２ 構 築 物 費 477,643 配水管整備事業費等

３ 機械及び装置費 529 水道メーター

４
車 両 及 び
工 器 具 備 品 費

6,880 車両等購入費

５ 水 利 権 154,272 霞ヶ浦開発事業費負担金

２ 企 業 債 償 還 金 441,676 

１ 企 業 債 償 還 金 441,676 元金償還金

款 項 目

支　　　　　　出



（単位  千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

修繕引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

長期貸付金返還による収入

霞ヶ浦開発事業費負担金の償還による支出

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高 2,004,435

80,000

△ 441,676

101,114

△ 260,562

△ 78,933

2,083,368

160,000

△ 149,777

56,643

△ 483,165

779,849

1,359

△ 116,414

664,794

△ 550,031

4,334

118,447

1

△ 53,500

△ 3

1,267

△ 157,891

△ 1,359

116,414

平成２８年度 銚子市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）

39,676

678,275

34,188



１　総    括

2,190 30,746 18,158 

0 952 1,436 

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

2,190 31,698 19,594 

6,700 339 

比 較 486 252 △ 430 0 0 300 

時 間 外
勤 務 手 当

休 日 勤 務
手 当

本 年 度 4,362 1,428 2,107 1,106 6,700 639 

手当の内訳

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

前 年 度 3,876 1,176 2,537 1,106 

7,432 1,377 8,809 0 

　( 　  )内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

（単位　千円）

    

合 計
(△3)

4,436 2,996 

資本勘定
支弁職員

(  )

   

比

較

損益勘定
支弁職員

(△3)

  

合 計
(12)

140,255 

4,436 2,996 7,432 1,377 8,809 0 

66,828 207,083 41,791 248,874 

207,083 41,791 248,874 31 

資本勘定
支弁職員

(  )

前

年

度

損益勘定
支弁職員

(12)

140,255 

本

年

度

損益勘定
支弁職員

66,828 

31 

69,824 

  

合 計
( 9)

144,691 69,824 

資本勘定
支弁職員

(  )

214,515 43,168 257,683 31 

214,515 43,168 257,683 
( 9)
31 

報 酬 給 料 手 当 計

人 人

144,691 

給 与 費 明 細 書

（単位　千円）

区 分
職 員 数 給 与 費 法 定

福 利 費
合 計

特別職 一般職



２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

給 料 4,436 昇給に伴う増加分 713 

制度改正に伴う増加分 242 

その他の増減分 3,481 

手 当 2,996 制度改正に伴う増加分 1,138 

その他の増減分 1,858 

増 減 事 由 別 内 訳



 

（単位　千円）

 平均昇給率 0.50%

 職員数 24人

給与改定の状況

　給料の改定率

　実施時期 平成27年4月

職員数の変動等に係る増減分  職員数の異動状況

                                    （その他）（  計  ）
現 に 在 職
す る 職 員 数

（その他） （ 計 ）

31 人  - 人  31 人  

36 人  △ 5 人  31 人  

△ 5 人  5 人  0 人  

給与改定に伴う支給額等の変更

勤 勉 手 当 1,138 　支給割合 （改定後）年間1.60月分　（改定前）年間1.50月分

実施時期 平成27年12月

扶 養 手 当 486  職員の変動、制度改正のはねかえり等に係る増減分

住 居 手 当 252 

通 勤 手 当 △ 430 

休 日 勤 務 手 当 300 

期 末 手 当 952 

勤 勉 手 当 298 

増 減

説 明 備 考

本 年 度

前 年 度

給与改定に伴う増分

　前年度
平均0.48%



３  給料及び手当の状況

　⑴　職員１人当たりの給与

　⑵　初任給

　⑶　期末手当、勤勉手当

149,000 149,000 144,600 149,000 144,600 
円 円 円 円 円

183,300 

(1.000)  (1.150)  (2.150)  

　(    )内は、再任用職員及び任期付短時間勤務職員

一般会計の制度
(1.025)  (1.175)  (2.200)  

有
2.025 2.175 4.200

本 年 度

月分 月分 月分

有

備 考
6 月 12 月

有(1.025)  (1.175)  (2.200)  

2.025 2.175 4.200

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計

1.975 2.125 4.100
前 年 度

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

42. 6 歳 50. 6 歳 52. 4 歳 

事 務 職 技 術 職 技能労務職
一般行政職

区 分

平成27年1月1日現在

289,654 円 297,678 円 327,369 円 

平均給与月額 312,510 円 331,958 円 393,886 円 

平 均 年 齢

技能労務職

一 般 会 計 の 制 度

高 校 卒

大 学 卒 183,300 183,300 

397,571 円 419,483 円 376,050 円 

平 均 年 齢 47. 4 歳 49. 9 歳 52. 4 歳 

平均給料月額

区 分 事 務 職 技 術 職 技 能 労 務 職

平成28年1月1日現在

平均給料月額 358,804 円 355,728 円 338,738 円 

平均給与月額



　⑷　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　⑸　特殊勤務手当

　⑹　その他の手当

住 居 手 当 同 一

( 平 成 28 年 1 月 1 日 現 在 )

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.8 ％  0.4 ％  0.8 ％  1.0 ％  

支 給 対 象 職 員 の 比 率
38.7 ％  25.0 ％  35.7 ％  62.5 ％  

区 分 全 職 種
職 種

事 務 職 技 術 職 技 能 労 務 職

通 勤 手 当 同 一

代 表 的 な 特 殊 勤 務
手 当 の 名 称

 緊急作業手当　危険作業手当　

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 一

一 般 会 計
の 制 度
(支給率等)

同 上

支 給 率 等

     月分      月分      月分      月分
定年前早期退職
特 例 措 置
(2% ～ 20% 加 算 )

25.55625 34.58250 49.59000 49.59000

同 上 同 上 同 上 同 上

区 分
20 年 25 年 35 年

最 高 限 度
そ の 他 の 加 算
措 置 等

備 考
勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者



　⑺　級別職員数及び標準的な職務内容

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 11.1 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 11.1 2 14.3 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

3 33.4 9 64.3 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

2 22.2 3 37.5 

（　　）( ) (  　) ( ) （　　）( )

2 14.3 5 62.5 

（　　）( ) （ 　6）( 85.7) （ 　1）(100.0)

2 22.2 1 7.1 

（ 　1）(100.0) （ 　1）( 14.3) （　　）( )

（ 　1）(100.0) （ 　 7）(100.0) （ 　1）(100.0)

9 100.0 14 100.0 8 100.0 

人 ％ 人 ％ 人 ％

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 12.5 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 12.5 2 12.5 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

2 25.0 10 62.5 

（　　）( ) （　　）( ) （　　）( )

1 12.5 2 16.7 

（　　）( ) (  　) ( ) （　　）( )

1 6.2 10 83.3 

（　　）( ) （ 　9）( 90.0) （ 　1）(100.0)

1 12.5 3 18.8 

（ 　1）(100.0) （ 　1）( 10.0) （　　）( )

2 25.0 

（ 　1）(100.0) （ 　10）(100.0) （ 　1）(100.0)

8 100.0 16 100.0 12 100.0 

　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員外書き

計計 計

1級1級 主 事 1級 技 師

2級 技 能 員2級 主 事 2級 技 師

3級 主任技能員3級 3級 主任技師

5級 主 査

4級 主任技能員4級 副 主 査 4級

7級

5級

6級 課長補佐

7級 課 長 7級

8級 8級

・ 場 長 6級

平成 27年

１月１日

現 在

8級

平成 28年

１月１日

現 在

6級 課長補佐

5級 主 査

5級 主 査

計 計 計

1級 主 事 1級 技 師 1級

主任技能員

2級 主 事 2級 技 師 2級 技 能 員

3級 3級 主任技師 3級

5級

4級 副 主 査 4級 4級

主 査 5級

主任技能員

8級

6級 課長補佐 6級 課長補佐 ・ 場 長 6級

区 分

事 務 職 技 術 職 技 能 労 務 職

標 準 的 な
職 務 内 容

標 準 的 な
職 務 内 容

標 準 的 な
職 務 内 容

7級 課 長 7級 7級

8級8級



　⑻　昇 給 

事 務 職 技 術 職 技能労務職

31 人  9 人  14 人  8 人  

22 人  5 人  9 人  8 人  

2 人  1 人  1 人  

17 人  3 人  7 人  7 人  

3 人  1 人  1 人  1 人  

71.0 ％  55.6 ％  64.3 ％  100.0 ％  

31 人  8 人  15 人  8 人  

22 人  6 人  11 人  5 人  

1 人  1 人  

17 人  4 人  9 人  4 人  

4 人  1 人  2 人  1 人  

71.0 ％  75.0 ％  73.3 ％  62.5 ％  比 率 (B)/(A)

5号給

比 率 (B)/(A)

前

年

度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

2号給

3号給

4号給

6号給

8号給

5号給

区 分 合 計
職 種

本

年

度

職 員 数 (A)

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

3号給

4号給

6号給

8号給

2号給



　　　　　　　　

左の財源内訳

平成27年度 162,000 162,000

平成28年度 162,000 162,000

平成29年度 80,000 80,000

平成30年度 39,000 39,000

計 443,000 443,000

事　業　名

年　度 年 割 額

全　　　体　　　計　　　画

継　続　費　に　関

損益勘定
留保資金

１ 資 本 的 支 出 1 建設改良費

新 宿 取 水 場

取 水 ポ ン プ

更新整備事業

款 項



（単位　千円）

前前年度末 前 年 度 末 当 該 年 度 当該年度末 翌年度以降 継 続 費 の

までの支払 支 払 義 務 までの支払 の支払義務

義 務 発 生 発 生 義 務 発 生 発 生

義務発生額 （見込）額 予 定 額 予 定 額 予 定 額 する進捗率

％

324,000 324,000 73.1

80,000

39,000

324,000 324,000 119,000 73.1

までの支払 総 額 に 対

す　る　調　書



（単位　千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
損 益 勘 定
留 保 資 金

水 道 事 業
収 益

霞 ヶ 浦 開 発 4,078,173千円 平 成 8 年 度 平 成 28 年 度 311,632 年 利

事 業 費 及 び か ら か ら 及 び

（第一次） 年 利 5.47372% 平 成 27 年 度 平 成 29 年 度 年利5.47372%

負 担 の利子相当額 ま で ま で の利子相当額 利 子 相 当 額

霞 ヶ 浦 開 発 44,848 千 円 平 成 9 年 度 平 成 28 年 度 8,260 年 利

事 業 費 及 び か ら か ら 及 び

（第二次） 年 利 3.43288% 平 成 27 年 度 平 成 30 年 度 年利3.43288%

負 担 利 子 相 当 額 ま で ま で の利子相当額 利 子 相 当 額

 

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

5.47372% の

54,948 8,260 3.43288% の

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

6,434,146 311,632

左 の 財 源 内 訳



千円 千円 千円 千円

１

⑴

ア 702,200

イ 2,538

ウ

△ 151,721

エ

△ 12,428,391

オ

△ 1,170,837

カ

△ 15,931

キ

△ 27,420

ク 89,105

14,588,143

⑵

ア 50,922

イ 2,462,251

ウ 475

2,513,648

⑶

ア 570,000

２

⑴ 2,004,435

⑵ 226,188

△ 3,905 222,283

⑶ 33,275

⑷

ア 1,133

△ 1,133 0

2,259,993

資 産 合 計 19,931,784

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

17,671,791

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

固 定 資 産 合 計

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額 19,443

工具、器具及び備品 159,618

減 価 償 却 累 計 額 132,198

機 械 及 び 装 置 4,051,612

減 価 償 却 累 計 額 2,880,775

車 両 運 搬 具 35,374

412,902

減 価 償 却 累 計 額 261,181

構 築 物 22,361,933

減 価 償 却 累 計 額 9,933,542

平成２８年度 銚 子 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平成２９年３月３１日）

　　　資 　　　産　　 　の　　 　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

建 物



３

⑴

ア

4,853,005

⑵

ア 201,950

⑶ 2,765

４

⑴

ア

433,041

⑵ 158,033

⑶ 284,616

⑷

ア 19,715

イ 27,000

46,715

⑸ 21,083

５

⑴ 6,429,322

⑵ △ 3,382,377

６

７

⑴

ア 8,793

イ 117,561

ウ 118,821

エ 9,828

255,003

⑵

ア 258,803

イ 0

ウ 428,877

3,046,945

9,940,948

国 庫 県 市 補 助 金

流 動 負 債

未 払 金

943,488

9,048,153

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

資 本 剰 余 金

　　　資 　　　本　　 　の　　 　部

資 本 金

工 事 負 担 金

賞 与 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

負 債 資 本 合 計 19,931,784

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計 942,683

資 本 合 計 10,883,631

687,680

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

寄 附 金

減 債 積 立 金

前年度未処分利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

　　　負 　　　債　　 　の　　 　部

固 定 負 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計 5,057,720

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

引 当 金

霞ヶ浦開発事業費負担金

霞ヶ浦開発事業費負担金



千円 千円 千円

１

⑴ 2,072,457

⑵ 4,200

⑶ 34,783 2,111,440

２

⑴ 897,246

⑵ 194,830

⑶ 96,284

⑷ 106,715

⑸ 688,205

⑹ 3,152 1,986,432

125,008

３

⑴ 3,557

⑵ 11,892

⑶ 138,149

⑷ 2,950 156,548

４

⑴ 128,355

⑵ 448 128,803 27,745

152,753

５

⑴ 16,479 16,479

６

⑴ 552

⑵ 54,388 54,940 △ 38,461

114,292

144,511

0

258,803

平成２７年度 銚 子 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

業 務 費

総 係 費

（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

雑 収 益

営 業 費 用

営 業 収 益

給 水 収 益

他 会 計 負 担 金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

特 別 利 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

その他未処分利益剰余金変動額

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 特 別 利 益

当年度未処分利益剰余金

経 常 収 益

特 別 損 失

過年度損益修正損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益



千円 千円 千円 千円

１

⑴

ア 674,422

イ 2,538

ウ

△ 160,750

エ

△ 12,409,724

オ

△ 1,299,717

カ

△ 15,237

キ

△ 31,239

ク 76,028

14,669,655

⑵

ア 54,027

イ 2,540,066

ウ 475

2,594,568

⑶

ア 730,000

イ 1,133

△ 1,133 0

730,000

２

⑴ 2,083,368

⑵ 230,522

△ 2,638 227,884

⑶ 33,276

⑷

ア 1,133

△ 1,133 0

土 地

立 木

建 物

平成２７年度 銚 子 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平成２８年３月３１日）

　　　資 　　　産　　 　の　　 　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

412,902

減 価 償 却 累 計 額 252,152

構 築 物 21,904,241

減 価 償 却 累 計 額 9,494,517

機 械 及 び 装 置 4,062,799

減 価 償 却 累 計 額 2,763,082

車 両 運 搬 具 33,936

減 価 償 却 累 計 額 18,699

工具、器具及び備品 157,477

減 価 償 却 累 計 額 126,238

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計 17,994,223

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計 2,344,528

資 産 合 計 20,338,751



３

⑴

ア

5,206,047

⑵

ア 228,950

⑶ 160,798

４

⑴

ア

441,675

⑵ 149,777

⑶ 166,169

⑷

ア 19,718

イ 53,500

73,218

⑸ 21,083

５

⑴ 6,399,747

⑵ △ 3,251,554

６

７

⑴

ア 8,793

イ 117,561

ウ 118,821

エ 9,828

⑵

ア 389,201

イ 144,511

ウ 114,292

　　　負 　　　債　　 　の　　 　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

引 当 金

修 繕 引 当 金

霞ヶ浦開発事業費負担金

固 定 負 債 合 計 5,595,795

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

霞ヶ浦開発事業費負担金

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計 851,922

繰 延 収 益

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計 3,148,193

負 債 合 計 9,595,910

　　　資 　　　本　　 　の　　 　部

資 本 金 9,839,834

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 県 市 補 助 金

負 債 資 本 合 計 20,338,751

前年度未処分利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計 903,007

資 本 合 計 10,742,841

寄 附 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

255,003

648,004



注   記   表 

 

１ 重要な会計方針 

 (１)  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。 

 

(２)  固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

・減価償却の方法   

銚子市水道事業会計規程第８６条の規定する取替資産を除き、定額法によって取 

得の翌年度から行うこととしている。 

・主な耐用年数 

建物 １０～５０年 

構築物 １０～６０年 

機械及び装置 ６～２０年 

車両運搬具 ４～６年 

工具、器具及び備品 ２～１５年 

  イ 無形固定資産 

  ・減価償却の方法  定額法によって、取得の翌年度から行うこととしている。 

  ・主な耐用年数 

施設利用権 ５０年 

ダム使用権 ５５年 

 

(３)  引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

本市は、千葉県市町村総合事務組合（退職手当組合）に加入し、毎事業年度支払う一

定の負担金及び退職時の特別の事由により生じる負担金は、水道事業会計において負担

しているが、一般会計との取り決めにより、他の追加的負担は全額一般会計において負

担することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、負

担金の支出時に費用処理を行っている。 

イ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当（これらに係る法定福利費を含む。）の支給に備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月

までの４か月分）を計上している。 

ウ 貸倒引当金 

 債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については過去３年の平均貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上している。 

  

(４)  消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 



２ 予定貸借対照表等関連 

(１)  企業債の償還に係る一般会計の負担 

  貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一 

般会計が負担すると見込まれる額は２，７１６万６，８４９円である。 

(２)  霞ヶ浦開発事業費負担金の償還に係る一般会計の負担 

  貸借対照表に計上されている霞ヶ浦開発事業費負担金（１年以内に償還予定のものも含 

む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は１億４６６万３，３７７円である。 

 

３ リース契約により使用する固定資産 

(１)  リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。 

 

４  その他の注記 

(１)  新会計基準移行に係る経過措置 

ア 修繕引当金に関する経過措置 

   平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例によ

り取り崩すこととする。 

 


